
令 和 ４ 年 度

天 草 市 水 道 事 業 会 計 予 算 書

議第８７号

－ 1 －



第１条　令和４年度天草市の水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。　

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。　

　　（１）給水戸数 31,184 戸

　　（２）年間総給水量 7,998,733 ㎥

　　（３）一日平均給水量 21,914 ㎥

　　（４）主要な建設改良事業

ア　管路整備事業 351,935 千円

イ　施設整備事業 160,350 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　事　業　収　益 2,331,084 千円

　　第１項 1,861,392 千円

　　第２項 469,682 千円

　　第３項 10 千円

　第１款　事　業　費 2,249,405 千円

　　第１項 2,099,595 千円

　　第２項 148,970 千円

　　第３項 640 千円

　　第４項 200 千円

（総 　　 則）

（業務の予定量）

営 業 収 益

営 業 外 収 益

令 和 ４ 年 度 天 草 市 水 道 事 業 会 計 予 算

収　　　　入

支　　　　出

特 別 損 失

予 備 費

特 別 利 益

営 業 費 用

営 業 外 費 用
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（資本的収入及び支出）

　第１款　資　本　的　収　入 384,236 千円

　　第１項 151,000 千円

　　第２項 222,886 千円

　　第３項 10,350 千円

　第１款　資　本　的　支　出 1,579,085 千円

　　第１項 728,035 千円

　　第２項 851,050 千円

 （企 業 債）

第５条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の方法 償還の方法

 政府資金についてはその融資条件により、銀行その他の場
合にはその債権者と協定するものによる。ただし、市財政の
都合により据置期間及び償還期限を短縮し、又は繰上償還も
しくは低利に借換えすることができる。

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

収　　　　入

支　　　　出

出 資 金

企 業 債

工 事 負 担 金

起　債　の　目　的 限度額 利率

建 設 改 良 事 業 151,000千円
証書借入

又は
証券発行

5.0％以内
（但し、利率見直し
方式で借り入れる資
金について、利率の
見直しを行った後に
おいては、当該見直
し後の利率）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，１９４，８４９千円は当年

  度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額６２，８２８千円及び過年度分損益勘定留保資金１，１３２，０２１千円で補てんするものとす

  る。）。
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 （予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　（１）営業費用と営業外費用（消費税及び地方消費税に限る。）

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額

　に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　（１）職員給与費 150,738 千円

 （他会計からの補助金）

第８条  一般会計からこの会計へ補助を受ける金額及び理由は、次のとおりと定める。

  （たな卸資産購入限度額）

第９条  たな卸資産の購入限度額は、１，０００千円と定める。

　令和４年１月３１提出

　天草市長　馬場　昭治

理由

　水道事業会計の経営基盤確立のため。

款

事業収益

金額項

営業外収益 268,820千円
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天 草 市 水 道 事 業 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書

令 和 ４ 年 度
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収 入

（単位：千円）

備 考

1 事 業 収 益 2,331,084

１ 営 業 収 益 1,861,392

１ 給 水 収 益 1,842,758

２ そ の 他 の 営 業 収 益 18,634

２ 営 業 外 収 益 469,682

１ 受 取 利 息 及 び 配 当 金 88

２ 他 会 計 補 助 金 268,820

３ 受 託 事 業 収 益 34,078

４ 長 期 前 受 金 戻 入 165,763

５ 雑 収 益 933

３ 特 別 利 益 10

１ 過 年 度 損 益 修 正 益 10

款

令 和 ４ 年 度 天 草 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

目 予 定 額

収 益 的 収 入 及 び 支 出

項
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支 出

（単位：千円）

備 考

１ 事 業 費 2,249,405

１ 営 業 費 用 2,099,595

１ 原 水 及 び 浄 水 費 449,164

２ 配 水 及 び 給 水 費 327,224

３ 業 務 費 119,198

４ 総 係 費 80,719

５ 減 価 償 却 費 1,098,141

６ 資 産 減 耗 費 25,149

２ 営 業 外 費 用 148,970

１ 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 119,242

２ 消 費 税 等 29,728

３ 特 別 損 失 640

１ 過 年 度 損 益 修 正 損 640

４ 予 備 費 200

１ 予 備 費 200

目 予 定 額項款
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収 入

（単位：千円）

備 考

１ 資 本 的 収 入 384,236

１ 企 業 債 151,000

１ 企 業 債 151,000

２ 出 資 金 222,886

１ 他 会 計 出 資 金 222,886

３ 工 事 負 担 金 10,350

１ 消 火 栓 新 設 負 担 金 10,350

目 予 定 額

資 本 的 収 入 及 び 支 出

項款

－ 9 －



支 出

（単位：千円）

備 考

１ 資 本 的 支 出 1,579,085

１ 建 設 改 良 費 728,035

１ 拡 張 費 149,045

２ 改 良 費 380,242

３ 固 定 資 産 購 入 費 158,435

４ 事 務 費 40,313

２ 企 業 債 償 還 金 851,050

１ 企 業 債 償 還 金 851,050

款 目 予 定 額項
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(単位：千円)

Ⅰ Ⅱ

当 年 度 純 利 益 18,578 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 665,207

減 価 償 却 費 1,098,141 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 0

固 定 資 産 除 却 費 25,149 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 0

引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 5,329 無 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 0

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 165,763 固 定 資 産 の 除 却 に よ る 支 出 0

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △ 88 国 庫 補 助 金 に よ る 収 入 0

支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 119,242 県 補 助 金 に よ る 収 入 0

固 定 資 産 売 却 損 益 0 一 般 会 計 出 資 金 に よ る 収 入 222,886

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） △ 998 工 事 負 担 金 に よ る 収 入 10,350

貸倒引当金の増減額（△は減少） 750 国 庫 補 助 金 返 還 に よ る 支 出 0

たな卸資産の増減額（△は増加） 191

前 払 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 0 △ 431,971

その他流動資産の増減額（△は増加） 0 Ⅲ

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 4,103 企 業 債 の 借 入 に よ る 収 入 151,000

前 受 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 0 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 851,050

その他の流動負債の増減額（△は減少） △ 2,004 △ 700,050

1,102,630 Ⅳ △ 148,545

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 88 Ⅴ 2,490,286

利 息 の 支 払 額 △ 119,242

983,476

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

令和４年度天草市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（間接法により算出）

小 計

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

Ⅵ 資 金 期 末 残 高

資 金 期 首 残 高

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

2,341,741

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

資 金 の 増 加 額 （ Ⅰ + Ⅱ + Ⅲ ）
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１　総括

（ ）

（ ）

（ ）

　ア　会計年度任用職員以外の職員

（ ）

（ ）

（ ）

前 年 度
2

75,969 59,158

※職員数の（　　　）内は、再任用短時間勤務職員分を外書き

△ 6,371 △ 12,133 △ 1,439 △ 13,572
△ 1

135,127 25,347 160,474
17

比 較 △ 5,762

（千円） （千円）

本 年 度
2

70,207 52,787 122,994 23,908 146,902
16

給 料 手 当 等 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

12,623 6,683 2,540

△ 4,496 △ 260

区 分

職 員 数 給 与 費
法定福利費 合 計

特 別 職

654 △ 574 △ 1,633 △ 596

手

当

等

の

内

訳 比 較 480 △ 120

一 般 職 報 酬

前年度 3,012 1,800 968 546 87

（千円） （千円）

本年度 3,492 1,800 848 1,200 87 6,811 144

区 分

7,385 144 18,540 13,219 11,179 2,800

16,907

児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

管理職員特
別勤務手当 期末手当 勤勉手当 退職手当扶養手当

管理職
手　当

通勤手当 住居手当

△ 15,413
△ 1

※職員数の（　　　）内は、再任用短時間勤務職員分及び第１号会計年度任用職員分を外書き

26,182 166,151
17

比 較
△ 1

△ 1,440 △ 5,762 △ 6,545

前 年 度
5

4,320 75,969 59,680 139,969

△ 13,747 △ 1,666

本 年 度
4

2,880 70,207 53,135 126,222 24,516 150,738
16

給　　与　　費　　明　　細　　書

区 分

職 員 数 給 与 費
法定福利費 合 計

特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手 当 等 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
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（ ）

（ ）

（ ）

△ 174比 較

前年度 522

（千円） （千円） （千円）

本年度 348

※職員数の（　　　）内は、第１号会計年度任用職員分を外書き

手

当

等

の

内

訳

区 分
扶養手当

管理職
手  当

通勤手当 住居手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

管理職員特
別勤務手当 期末手当 勤勉手当 退職手当 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

比 較
△ 1

△ 1,440

608 3,836

前 年 度
3

4,320 522

△ 174 △ 1,614 △ 227 △ 1,841

4,842 835 5,677

（千円） （千円）

本 年 度
2

2,880 348 3,228

一 般 職 報 酬 給 料 手 当 等 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

12,623 6,683 2,540

△ 4,496 △ 260

　　イ 会計年度任用職員

区 分

職 員 数 給 与 費
法定福利費 合 計

特 別 職

654 △ 574 △ 1,459 △ 596

手

当

等

の

内

訳 比 較 480 △ 120

前年度 3,012 1,800 968 546 87

（千円） （千円）

本年度 3,492 1,800 848 1,200 87 6,811 144

区 分

7,385 144 18,018 13,219 11,179 2,800

16,559

児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

特殊勤務
手　　当

時間外勤
務 手 当

管理職員特
別勤務手当 期末手当 勤勉手当 退職手当扶養手当

管理職
手  当

通勤手当 住居手当
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２　給料及び手当等の増減額の明細

平均昇給率

３　給料及び手当の状況

　（１）職員１人当たり給与

　（２）初任給

平 均 年 齢

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

給 料

（円）

△ 6,840
 転入

 転出

本年度

前年度

増  減

 退職

16

17

△ 1
その他の増減分

制度改正に伴う増減分

その他の増減分
△ 6,371

△ 6,371

区 分

1.68%

増 減 事 由 別 内 訳

（千円）
説 明 備 考

増 減 額

(千円）

1,078

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

高　校　卒

大　学　卒

区 分
事 務 ・ 技 術 職

（円）

一 般 会 計 の 制 度

（円）一 般 行 政 職

150,600

182,200

150,600

182,200

令和３年１月１日現在 379,012

47歳0月

6

5職員の
異動状況

 採用

事 務 ・ 技 術 職

337,919

375,375

44歳2月

349,988

区 分

令和４年１月１日現在

手 当 等

△ 5,762
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　（３）級別職員数

（　 ） （ ）

（　 ） （ ）

（　 ） （ ）

（　 ） （ ）

（　 2 ） （ 100.0 ）

（　 ） （ ）

（　 ） （ ）

（　 2 ） （ 100.0 ）

（　 ） （ ）

（　 ） （ ）

（　 ） （ ）

（　 ） （ ）

（　 2 ） （ 100.0 ）

（　 ） （ ）

（　 ） （ ）

（ 2 ） （ 100.0 ）

　※級別職員数の（　　）内は、再任用短時間勤務職員分を外書き

区 分
事 務 ・ 技 術 職

級 職 員 数 （ 人 ） 構 成 比 （ ％ ）

2 12.5

令和４年１月１日現在

７　級
1 6.3

６　級

４　級
9 56.2

５　級

２　級

３　級
2 12.5

計
16 100.0

１　級
2 12.5

2 11.8

令和３年１月１日現在

７　級
1 5.9

６　級

４　級
8 47.0

５　級
2 11.8

２　級

３　級
3 17.6

計
17 100.0

１　級
1 5.9
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 (級別の基準となる職務）

区 分 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

首席審議員 局　　長 課　　長 課　　長 係　　長 主　　事 主　　事

首席審議員 審 議 員 審 議 員 主　　任 技　　師 技　　師

課　　長 課長補佐 課長補佐 主　　査

審 議 員 係　　長

参　　事

事 務 ・ 技 術 職
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　（４）昇給　　　　　

代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職

16 16

16 16

 

3 3

2 2

11 11

 

 

100.0 100.0

17 17

14 14

1 1

 

 

13 13

 

 

82.4 82.4

区 分 合 計

本
　
年
　
度

職 員 数 （ Ａ ） （ 人 ）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） （ 人 ）

号 給 数 別 内 訳

1 号 給 （ 人 ）

2 号 給 （ 人 ）

3 号 給 （ 人 ）

4 号 給 （ 人 ）

6 号 給 （ 人 ）

8 号 給 （ 人 ）

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）

前
　
年
　
度

職 員 数 （ Ａ ） （ 人 ）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） （ 人 ）

号 給 数 別 内 訳

1 号 給 （ 人 ）

2 号 給 （ 人 ）

3 号 給 （ 人 ）

4 号 給 （ 人 ）

6 号 給 （ 人 ）

8 号 給 （ 人 ）

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）
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　（５）特殊勤務手当

（％）

（％）

水道閉栓手当

　（６）期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

12月（月分） （月分）

（1.175） （2.35）

2.225 4.45

（1.175） （2.35）

2.225 4.45

　※支給率の（　　　）内は、再任用短時間勤務職員分を外書き

　（７）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

（月分） （月分） （月分）

　（８）その他の手当

区 分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当 同

定年前早期退職
特例措置

（２％～45％）
同

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

同

同

区 分
20年勤続の者

そ の 他 の 加 算 措 置 等
一般会計の制度
と の 異 同（月分）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

本 年 度
（1.175）

有 同
2.225

前 年 度
（1.175）

有 同
2.225

区 分
支 給 期 別 支 給 率 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同
6 月 （ 月 分 ） 級 等 に よ る 加 算 措 置

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区 分 全 職 種 事 務 ・ 技 術 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.12 0.12

支 給 対 象 職 員 の 比 率
68.75 68.75

( 令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在 )
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                                                  千円 千円 千円 千円
1
(1)
    イ  511,260
    ロ  782,685
          △ 349,272 433,413
    ハ  32,821,289
          △ 13,885,985 18,935,304
    ニ  7,524,352
          △ 5,415,625 2,108,727
    ホ  14,633
          △ 12,438 2,195
    ヘ  59,981
          △ 39,118 20,863
    ト  69,295
      22,081,057
(2)
    イ  69,259
    ロ  14,894
    ハ  2,940,816

二  0
ホ  1,949

      3,026,918
      25,107,975
2
(1) 2,341,741
(2) 24,399

△ 2,304 22,095
(3) 4,027
(4) 0
      2,367,863
      27,475,838

減 価 償 却 累 計 額

令和４年度天草市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

建 物

（　令和５年３月３１日　)

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地

資 産 の 部

そ の 他 無 形 固 定 資 産

水 利 権
無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

地 上 権

工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

車 輌 運 搬 具

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

電 話 加 入 権

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

未 収 金

貯 蔵 品

流 動 資 産
現 金 預 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産
流 動 資 産 合 計
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千円 千円 千円

3

(1)

イ  5,029,139

ロ 25,320

5,054,459

(2)
    イ  139,041

ロ 102,288

241,329
      5,295,788

4

(1)

イ  791,673

ロ 10,010

801,683

(2) 93,105

(3)
    イ  9,645

ロ 1,931

11,576

(4) 59,481
      965,845

5

(1) 5,046,638

(2) △ 1,343,889

3,702,749
      9,964,382

負 債 の 部

負 債 合 計

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 企 業 債

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

固 定 負 債

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債

建 設 改 良 費 等 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計
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千円 千円 千円

6

(1) 17,306,914

      17,306,914

7

(1)

    イ  47,018

    ロ  413

    ハ 5,649

二 2,470

      55,550

(2)

    イ  148,992

      148,992

      204,542

      17,511,456

      27,475,838

                                                                                                                                    

資 本 の 部

資 本 剰 余 金

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

負 債 資 本 合 計

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
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１. １.

（1）

（2）

２. ２.

（1）

１.

（2）

（3）

（4）

３.

令 和 ４ 年 度 天 草 市 水 道 事 業 会 計 に 関 す る 注 記

（予定貸借対照表等に関する注記）

資本剰余金

　固定資産の減価償却の方法は、定額法によっている。

固定資産の減価償却の方法

引当金の計上方法

企業債の償還に係る他会計の負担

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

有形固定資産の耐用年数は、地方公営企業法施行規則（以下「施行規

則」という。）　別表第２号を適用している。

　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算

して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見

込まれる額は、１，５００，３５６千円である。

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

予定貸借対照表に計上されている剰余金は、現存しない償却資産に係る

資本剰余金及び非償却資産である土地に係る資本剰余金によっている。

債権の不納欠損による損失に備えるため、当年度末における回収不能見

込額を計上している。

また、貸倒引当金の算定については、未収給水収益を一般債権として認

識し、直近３ヶ年の貸倒実績率平均値で回収不能見込額を算定している。

消費税及び地方消費税の会計処理

修繕引当金は、施行規則 附則第４条の経過措置の規定に基づき、従前

の例により整理している。

　修繕引当金

（その他の注記）

退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における

支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

また、賞与引当金及び法定福利費引当金の算定については、天草市職員

の給与に関する条例第２４条及び第２７条の規定に基づき、期末勤勉手当

基準日である６月１日及び１２月１日から要支給額を算定している。

　貸倒引当金

　賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、退職給付引当金設定額の算定につ
いては、年度末に全職員が自己の都合で退職するものと仮定した場合を
もって支給すべき退職手当の総額とする簡便法により算定した額を計上し
ている。ただし、簡易水道事業と統合した職員分の差額については、平成
２９年度から１５年（６年目）にわたり、均等額となるよう費用処理す
る。

なお、目的使用による取崩しにおいては、天草市に発生する当事業年度
退職手当のうち、水道事業在職期間相当分に係る負担額を天草市に対して
支払うことで天草市と協議のうえ、当年度における退職手当の要支給額に
相当する金額を計上している。

　退職給付引当金

令和４年度において、退職手当として１，６８３千円を支給するため、

退職給付引当金１，６８３千円を使用する。
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千円 千円 千円

1
(1) 1,692,034
(2) 0
(3) 18,885 1,710,919

2
(1) 409,869
(2) 315,838
(3) 111,173
(4) 81,895
(5) 1,152,713
(6) 21,153
(7) 0 2,092,641

381,722
3
(1) 779
(2) 332,384
(3) 0
(4) 30,776
(5) 169,854
(6) 791 534,584

4
(1) 138,969
(2) 0 138,969 395,615

13,893
5
(1) 10 10

6
(1) 0
(2) 579
(3) 0 579 △ 569

13,324
117,090
190,000
320,414

令和３年度天草市水道事業予定損益計算書（前年度分）
（　令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで　）

総 係 費
減 価 償 却 費

営 業 収 益
給 水 収 益

原 水 及 び 浄 水 費
配 水 及 び 給 水 費
業 務 費

受 託 工 事 収 益
そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 費 用

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

雑 支 出
経 常 利 益

特 別 利 益
過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損

その他未処分利益剰余金変動額

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他 特 別 損 失

他 会 計 補 助 金

支払利息及び企業債取扱諸費

受 託 事 業 収 益

雑 収 益
営 業 外 費 用

補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

資 産 減 耗 費
そ の 他 営 業 費 用
営 業 損 失

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金
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                                                  千円 千円 千円 千円
1
(1)
    イ  511,260
    ロ  782,685
          △ 327,887 454,798
    ハ  32,437,098
          △ 13,118,578 19,318,520
    ニ  7,249,758
          △ 5,184,564 2,065,194
    ホ  13,658
          △ 12,156 1,502
    ヘ  56,261
          △ 33,856 22,405
    ト  135,313
      22,508,992
(2)
    イ  78,214
    ロ  14,894
    ハ  2,959,668

二  0
ホ  4,290

      3,057,066
      25,566,058
2
(1) 2,490,286
(2) 23,401

△ 1,554 21,847
(3) 4,218
(4) 0
      2,516,351
      28,082,409

土 地

令和３年度天草市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（　令和４年３月３１日　)

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物
減 価 償 却 累 計 額

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

車 輌 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

未 収 金

無 形 固 定 資 産
水 利 権
電 話 加 入 権
ダ ム 使 用 権
地 上 権
そ の 他 無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金

貸 倒 引 当 金
貯 蔵 品
そ の 他 流 動 資 産
流 動 資 産 合 計
資 産 合 計
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千円 千円 千円

3

(1)

イ  5,669,812

ロ 35,330

5,705,142

(2)
    イ  134,041

ロ 102,288

236,329
      5,941,471

4

(1)

イ  841,040

ロ 10,010

851,050

(2) 89,002

(3)
    イ  9,374

ロ 1,873

11,247

(4) 61,485
      1,012,784

5

(1) 5,036,288

(2) △ 1,178,126

3,858,162
      10,812,417

                                                                                                                                    

負 債 の 部

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 企 業 債

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

建 設 改 良 費 等 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

負 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計
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千円 千円 千円

6

(1) 16,894,028

      16,894,028

7

(1)

    イ  47,018

    ロ  413

    ハ 5,649

二 2,470

      55,550

(2)

    イ  320,414

      320,414

      375,964

      17,269,992

      28,082,409

                                                                                                                                    

                                                                                                                                    

資 本 剰 余 金

資 本 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 の 部

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額
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１. １.

（1）

（2）

２. ２.

（1）

１.

（2）

（3）

（4）

３.

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算

して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見

込まれる額は、１，９２９，２０４千円である。

債権の不納欠損による損失に備えるため、当年度末における回収不能見

込額を計上している。

また、貸倒引当金の算定については、未収給水収益を一般債権として認

識し、直近３ヶ年の貸倒実績率平均値で回収不能見込額を算定している。

職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における

支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

また、賞与引当金及び法定福利費引当金の算定については、天草市職員

の給与に関する条例第２４条及び第２７条の規定に基づき、期末勤勉手当

基準日である６月１日及び１２月１日から要支給額を算定している。

　修繕引当金

修繕引当金は、施行規則 附則第４条の経過措置の規定に基づき、従前

の例により整理している。

　貸倒引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、退職給付引当金設定額の算定につ
いては、年度末に全職員が自己の都合で退職するものと仮定した場合を
もって支給すべき退職手当の総額とする簡便法により算定した額を計上し
ている。ただし、簡易水道事業と統合した職員分の差額については、平成
２９年度から１５年（５年目）にわたり、均等額となるよう費用処理す
る。

なお、目的使用による取崩しにおいては、天草市に発生する当事業年度
退職手当のうち、水道事業在職期間相当分に係る負担額を天草市に対して
支払うことで天草市と協議のうえ、当年度における退職手当の要支給額に
相当する金額を計上している。

（その他の注記）

退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

令和４年度において、退職手当として６，１７９千円を支給するため、

退職給付引当金６，１７９千円を使用する。

　賞与引当金及び法定福利費引当金

消費税及び地方消費税の会計処理

資本剰余金引当金の計上方法

　退職給付引当金 予定貸借対照表に計上されている剰余金は、現存しない償却資産に係る

資本剰余金及び非償却資産である土地に係る資本剰余金によっている。

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

固定資産の減価償却の方法 企業債の償還に係る他会計の負担

（予定貸借対照表等に関する注記）

　固定資産の減価償却の方法は、定額法によっている。

有形固定資産の耐用年数は、地方公営企業法施行規則（以下「施行規

則」という。）　別表第２号を適用している。
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期 間 金 額 期 間 金 額 給 水 収 益
損 益 勘 定
留 保 資 金

そ の 他

令和4年度

～令和8年度

令和4年度

～令和7年度

令和4年度

～令和7年度

23,650

債務負担行為に関する調書
（単位：千円）

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

令和3年度

　天草市水道料金等収納業務委託 486,435 486,435 486,435

　天草市水道事業運転管理等業務委託 1,041,415 202,694 838,721 838,721

　天草市水道事業運転管理等業務委託 48,156 48,156 48,156

　天草市水道事業水質検査業務委託 20,459 令和4年度 20,459 20,459

　（仮称）第二天草瀬戸大橋配水管添架工事 23,650 令和4年度 23,650
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